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【表紙】 
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【根拠条文】 金融商品取引法第24条の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成20年６月６日 

【事業年度】 第27期（自 平成19年２月21日 至 平成20年２月20日） 

【会社名】 イオンクレジットサービス株式会社 

【英訳名】 AEON CREDIT SERVICE CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  神谷 和秀 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区神田錦町一丁目１番地 
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で行っております。） 
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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成20年５月14日に提出した第27期（自 平成19年２月21日 至 平成20年２月20日）有価証券報告書の記載事

項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するもの

であります。 

 

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第４ 提出会社の状況 

６ コーポレート・ガバナンスの状況 

 

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は＿線で示しております。尚、図表につきましてはその内容が多岐にわたるため＿線を省略しておりま

す。 
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第一部【企業情報】 
 

第４【提出会社の状況】 
 

６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（訂正前） 

(2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①省略 

②会社の機関・内部統制の関係図 

 

③内部統制システムの整備状況 

(ア）～(オ）省略 

(カ）監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体制 

・監査役の業務を補助する独立した使用人は特に配置していないが、監査役との協議により、当該使用

人の配置については適宜検討するものとする。 

・省略 

(キ）省略 

(ク）反社会的勢力排除のための体制 

・反社会的勢力による不当要求への対応を統括する部署を総務部と定めると共に、「行動規範」「コン

プライアンス規程」にて、反社会的勢力との関係を遮断し、断固としてこれらを排除する方針を全役

職員等に明確に示す。 

・省略 

株主総会

取締役会 会計監査人 監査役会

取締役

CSR本部

政策検討会議

経営会議

本社部門、営業部門、管理部門、連結子会社

お客さまｻｰﾋﾞｽ推進室 

個人情報保護課

品質管理室

法務室

CSR委員会

品質・業務改善員会

内部統制推進 

プロジェクトチーム 

監査部

代表取締役社長



 

－  － 
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④～⑤省略 

⑥社外取締役及び社外監査役との関係 

 社外取締役はおりません。また、社外監査役と当社との間に利害関係はありません。 

 

(3）～(5）省略 

 

(6）責任限定契約の内容の概要 

 当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償

責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役及び社外監

査役は２百万円以上であらかじめ定めた金額または法令が定める額のいずれか高い額としております。なお、

当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について

善意かつ重大な過失がないときに限られます。 

 

(7）取締役の定数 

 省略 

 

(8）取締役の選任の決議要件 

 当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

 

(9）剰余金の配当等の決定機関 

 当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を

除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当

等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。 

 

(10）コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組み状況 

 省略 
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(4) ／ 2008/06/09 9:13 (2008/06/09 9:13) ／ 941181_wk_08486993_0101010_提出_os2イオンクレジットサービス_訂正有報.doc 

4

（訂正後） 

(2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①省略 

②会社の機関・内部統制の関係図 

 

③内部統制システムの整備状況 

(ア）～(オ）省略 

(カ）監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体制 

・監査役の監査の実効性を高め、監査職務が円滑に遂行されるため、監査役の業務を補助する独立した

使用人を配置する。また、監査役の職務を補助する使用人の人事異動、人事評価等に関する事項は、

常勤監査役の同意を得た上で代表取締役が決定する。 

・省略 

(キ）省略 

(ク）反社会的勢力排除のための体制 

・反社会的勢力の被害を防止するための社内対応部署を総務統括部門とし、反社会的勢力との関係を遮

断し、断固としてこれらを排除する方針を役員及び従業員に明示する。 

・省略 

④～⑤省略 

⑥社外取締役及び社外監査役との関係 

 社外取締役はおりません。また、社外監査役の株式保有状況は「５ 役員の状況」に、兼任状況は「関連当

事者との取引」に記載の通りであります。 

 

(3）～(5）省略 

監査役会 会計監査人 

監査部 

経営会議 

政策検討会議 

品質・業務改善委員会 

ＣＳＲ委員会 

ＣＳＲ本部 

個人情報保護課

お客さまサービス推進室

法務室 

品質管理室 

内部統制 
プロジェクトチーム

株主総会 

取締役会 

本社部門、営業部門、管理部門、連結子会社 

代表取締役社長 

取締役 
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(6）責任限定契約の内容の概要 

 当社は有用な人材を迎えることができるよう、社外監査役と会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、

２百万円以上であらかじめ定めた金額または法令が定める額のいずれか高い額としております。なお、当該責

任限定が認められるのは、当該社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がな

いときに限られます。 

 

(7）取締役の定数 

 省略 

 

(8）取締役の選任の決議要件 

 当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また累積投票によらない旨定款に定めております。 

 

(9）株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項 

・剰余金の配当等の決定機関 

 当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を

除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当

等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。 

・当社は、取締役が期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の規定により、任務を

怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の

決議によって免除することができる旨定款に定めております。 

 

(10）株主総会の特別決議要件 

 当社は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的として、会社法第309条第２項に定める特別決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上にあたる多数をもって行う旨定款に定めてお

ります。 

 

(11）コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組み状況 

 省略 




